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【はじめに】 

 
    急速な少子化の進行は、労働力供給の減少等による経済成長率の低下の恐 

  れや、社会保障に係る現役世代の負担が増大するなどの経済面での影響に加 

  え、子ども同士の交流の機会が減少し、子ども自身の健やかな成長に影響を 

  及ぼすなど、今後の様々な分野において深刻及び重大な問題となっています。 

    この状況を変えるための取組として、国では平成１５年７月に１０年間の

時限立法である「次世代育成支援対策推進法」が制定され、地方公共団体及

び事業主が行動計画を策定することを通じて、次世代育成支援対策の推進を

図ってきました。また、同年に制定された「少子化対策基本法」に基づき、

総合的かつ長期的な少子化に対処するための施策が「少子化社会対策大綱」

として四次にわたり策定された後、令和５年に「こども大綱」に引き継がれ、

政府において継続的な取り組みが進められてきたところです。 

  しかし、依然として少子化は加速し、育児期にキャリア形成と育児とを両

立できる働き方が可能となる社会の実現に向けた課題が残されており、次世

代育成支援対策の取組を更に充実していく必要があることから、「次世代育成

支援対策推進法」が令和７年４月から１０年間再延長されることとなりまし

た。 

    これらの状況を踏まえ、本町の町長部局、議会事務局、農業委員会事務局 、

水道事業及び下水道事業に在籍する職員を対象に、令和６年度末を期限とす

る上三川町すくすく応援プランについて所要の改正を行い、次世代育成支援

対策を計画的かつ着実に推進するため、本行動計画を策定し、公表します。 

 

    令和７年３月                                

 

                           上三川町長                 星野  光利 

                           上三川町議会議長           稲川 洋 

                           上三川町農業委員会 

                           上三川町選挙管理委員会 

              上三川町上下水道管理者 
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    次世代育成支援対策推進法は令和１７年度までの１０年間の時限立法です 

  が、本町では計画期間を前後期に区分し、本計画は前期とし、令和７年４ 

  月１日から令和１２年３月３１日までの５年間を計画期間としました。 

 

 

 

  

 

 

  

（１） 父母その他の保護者が、子育てについての第一義的責任を有するとい 

       う基本認識を職員が共有し、この計画を推進します。 

 

 （２） 男性が子育てを積極的に行い、女性が仕事と子育ての二者択一を迫ら 

れるような状況の解消につながるよう、本計画を推進します。 

 

 （３） 仕事と家庭の両立を支援するため、長時間労働の是正に向けた取り組

みを更に進め、より一層の超過勤務の縮減等働き方の見直しに資する

取組のために、本計画を推進します。 

 

（４） 特定事業主行動計画策定事務局で、計画の実施状況や職員の意向を把 

握し、必要があれば計画の見直しを行います。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画の期間 

 

 

 

計画の推進にあたって 
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 令和２年度から令和６年度までの計画の基本目標の達成状況は以下のとおり

となっています。 

 

① 「妻の出産時の特別休暇プラス１」の推進 

→ 該当職員の取得率を１００％にする 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年度から令和４年度については取得率１００％、令和５年度から令

和６年度については取得率８０％となっています。 

 

② 「男性職員の育児参加休暇」の取得促進 

→ 該当職員の取得率を１００％にする 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

育児参加取休暇得率をみると、令和３年度は１００％で目標達成できている

令和２年度から令和６年度における計画の達成状況 
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ものの、それ以外の年は取得できていない職員が存在する状況です。 

 

③ 「子どもの看護のための休暇」の取得促進 

→ 申し出が有った場合の取得率を１００％にする 

 
 令和２年度から令和６年度までで申請があった場合の取得率は１００％

となっています。今後も取得率１００％を継続していくことを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 6 - 

 

 

  

 

１  職員の勤務環境の整備に関するもの 

 

（１）職員及び職員の配偶者の妊娠・出産・育児への支援 

 

① 「子育てガイドブック」の編纂 

  

   職員又は職員の配偶者が妊娠した場合の必要な手続や、子どもが出生

した際の休暇制度などを記載したガイドブックを編纂し、職員全員に庁

内ＬＡＮにより配布します。 

   

② 子育ての相談に応じることができる専門職の設置 

         

       妊娠や育児について専門的知識のある、子ども家庭課在籍の保健師・

助産師が、職員の子育て等の悩みについて相談できる環境を整えていま

す。  

          

③  妊娠を申し出た職員に休暇制度等の個別説明を実施 

 

  妊娠を申し出た職員に、休暇及び共済制度の詳細や申請の方法などに 

       ついて、総務課担当職員が早期の段階で説明を行います。併せて、職員 

       の勤務に関しての相談がいつでもできるような環境を整えます。 

      

④  男性職員における育児休業等取得についての説明 

   

 妻が妊娠した旨の報告をした職員に、総務課担当職員が男性も育児休

業、育児短時間勤務又は育児のための休暇について取得できることにつ

いて周知します。 

     

⑤ 子育てに携わる職員に対する超過勤務の縮減 

   

  職員が子育てに携わることができる時間の確保のため、労働時間短縮 

対策を進め、超過勤務の削減となるよう、係を超えて仕事を分担するこ

と等により、職場環境の整備を行います。 

令和７年度からの前期計画の内容

について 
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⑥ 育児休業中・復帰後職員へのケア 

   

  育児休業を取得している職員が円滑に職場に復帰できるよう、チャッ

トツールを用いた情報提供や、職場復帰後の職員に対し研修に参加させ

る等必要な支援を行います。 

        

 

  （２）子どもの出生時における父親の休暇取得の促進 

  

① 「妻の出産時の特別休暇プラス１」の推進 

    

子どもの出生時に、父親である職員が、子の出生のとき、妻が出産の 

ため入院するとき及び退院のときの、少なくともこの３日間について、  

休暇を取得できるよう職場全体で支援をします。休暇は、「妻の出産時

の特別休暇」の２日に、年次有給休暇１日を充てて確保します。 

       

     目 標：該当する職員の取得率を１００％にします。 

        

② 「男性職員の育児参加休暇」の取得推進 

    

子育ては、母親１人では大変な負担になるため、父親も積極的に育

児に関われるよう制度の周知を図ります。 

       

     目 標：該当する職員の取得率を１００％にします。 

 

③ 男性職員の育児休業の取得促進 

 

育児休業は、男性職員でも取得することができますが、社会全体で

男性職員の取得率は低く、積極的な取組が必要です。職場において、

育児休業を取得しやすい環境を整備します。 

 

       目 標：該当する職員の取得率を８５％にします。 
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（３）年次休暇等を取得しやすい職場環境の整備 

 

① 「子どもの看護等休暇」の取得促進 

   

  「子の看護等休暇」の対象となる取得事由の拡大により、子どもの突

発的な病気やけがの看護はもちろん、子どもの予防接種や定期健診、入

園（入学）式、卒園式等の行事も取得事由となります。申請があった際

は取得できるよう、職場環境の整備を推進します。 

  

② 年次休暇の取得促進 

 

 職員及びその家族の誕生日等の記念日や子どもの学校行事等、家族と

の触れ合いのためなど、積極的な年次休暇の取得の促進を図ります。 

 

③ 「休暇取得計画表」を作成し休暇が取得しやすい環境整備 

   

計画的な年次休暇の取得促進を図るため、年度当初に１０日以内の年

次有給休暇を計画し、職場の業務予定の職員への早期周知を図るなど、

各職場の実情に応じ、年次休暇を取りやすい雰囲気の醸成や環境整備を

行います。また、月に１日年次有給休暇を取得できるよう職員に対して

働きかけを行います。 

 

  目 標：年次有給休暇の取得日数を平均１２日以上にします。 
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（４）職場優先や固定的な性別役割分担意識是正への取組 

   

① 意識改革のための情報発信 

 

「子どもの病気よりも仕事を優先すべき」というような職場の雰囲気 

や、「子どもの面倒を見るのはすべて母親の仕事」というような、性に 

よる固定的な役割分担の意識を是正するため、「子育てガイドブック」の 

配布などを通して、職員の意識改革を行います。 

 

② 定時退庁日の周知徹底 

 

    既に定時退庁日として設定されている、毎週水曜日については、定時

退庁の徹底を促します。また、やむを得ず時間外勤務を行う場合には、所

属長は「時間外勤務命令報告書」を副町長に提出し、承認を得なければな

らないよう意識改革を行います。 

  

③ 長時間労働是正のための取組 

 

長時間労働は健康の確保だけでなく、仕事と家庭生活の両立も困難に 

   するものです。各所属長あてに所属員の時間外労働時間を定期的に周知 

   し、的確に把握することで、職場全体に意識の浸透を図ります。 

 

 

 

 

 

（５） 子どもが職場の人と交流ができるような機会の提供 

 

① 家族同伴でのレクリエーション事業を実施 

 

   子どもが親の職場の人と触れ合う機会を作ることにより、親の仕事を 

 理解する場とし、また、職員は同僚等の子どもと触れ合う機会を持つこ 

 とにより、同僚等の子育てへの理解を深める場とします。 

 

 

 

 

目 標：月に８０時間超過勤務を行う職員をゼロにします。 

   ３か月連続６０時間超過勤務を行う職員をゼロにします。 
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２  地域における子育て支援に関するもの 

    

（１） 子育てバリアフリー（子ども連れでも利用しやすい庁舎環

境の整備）の促進 

  

① ベビーベッド、授乳兼授乳指導室の設置 

   

来所者が子ども連れでも利用しやすいよう、ベビーベッドの設置、

また、今般の庁舎改修に併せ、授乳兼授乳指導室を新たに設置し、必

要時における保健師からの指導を受けられるよう、環境の整備を実施

していきます。 

 

② ソフト面でのバリアフリーの実施 

   

子どもを連れていても気兼ねなく来庁できるよう、親切な応接対応

等のソフト面でのバリアフリーの取組を促進していきます。 

 

 

（２） 地域での子育て支援活動への職員参加の支援 

   

 ① 地域子育て支援活動等への参加呼びかけと支援 

   

  次代を担う子どもを地域で育んでいこうと、様々な行事が行われてい

ます。このような地域での取組に、職員が積極的に参加していくよう呼

びかけます。また、行事の準備等で休暇を取得する場合等も、職員の子

育て支援と同じ視点で捉えるよう職場全体の意識の浸透を図ります。 

 

② 通学児童への防犯及び交通事故危険箇所などへの目配り

活動  

 

幼児や児童に対しての事件事故が、国内で多発しています。本町では、

ほとんどの職員が車で通勤しているため、児童の通学路を通勤する職員

もいます。本町での事件・事故等を防ぐ一助とするため、通勤途上など

で不審な車や事故の危険箇所を気に留める活動を行います。不審な車や

危険箇所などを見掛けた場合は、所管課への報告・共有を実施します。 

       


